
















































































































































































































































































































































































(16) この点、米国において P2P型ファイル共有ソフトを提供した Grokster社が、米国著作
権法違反として民事責任を負うかが問われた、Grokster事件が参考となる。合衆国連邦第９
巡回区控訴裁判所では、当該共有ソフトが著作権侵害用途以外にも利用可能であることを理由
に、Grokster社の責任を否定したが、同判決の上訴審である合衆国連邦最高裁判所は、①積
極的な侵害の意図があること、②侵害をより少なくするためにフィルタリング機能をかけたり
するという方策を採っていなかったこと、③ Grokster社は、当該共有ソフトを無料提供した
上で、ソフト利用者に広告宣伝を行うことによって広告収入を得て経営がなされており、その
ような収益獲得のなかで、当該共有ソフトが違法利用に用いられていたことを知り得たことを
もって、同社を有責とした。本件紹介として、平野晋「判批」国際商事法務33巻７号（2005
年）1006頁以下、同「判批」国際商事法務33巻８号（2005年）1156頁以下参照（ここでの
Grokster事件の記述は、当該評釈に依っている。）。なお、Winny提供事件起訴前の段階で、
Grokster事件とWinny提供事件の類似性から検討し、Winny提供行為を有罪とすることに
懸念を示していた論稿として、スティーブン・ギブンズ＝三原繁美「Grokster米連邦最高裁
判決とWinny開発者事件をめぐる『意図』の関係」国際商事法務33巻８号（2005年）1034頁
以下参照。
(17) 個室付浴場業者に融資した金融機関の貸付担当者につき、売春防止法上の資金提供罪（独
立幇助）を肯定した、神戸地判平成６年５月12日判タ858号277頁の基準からは、従犯の故意の
内容としては、具体的なものが求められるといえる。なお、渡邊・前掲注（１）29頁は、第一
次的には正犯の不特定性が故意の問題となるとし、ひいては因果性が不十分となる余地があり
得ることを指摘する。
(18) 石井徹哉「Winny事件における刑法上の論点」千葉大学法学論集19巻４号（2005年）141
頁参照。
早法85巻４号（2010）146
